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団体名 所在地 申請事業名 対象地域 事業概要

株式会社 PoliPoli 東京都
非営利組織の政策提言支援・伴走に基づく社会
全体の政策共創能力向上事業

全国

本事業は、日本全国で社会課題解決に取り組む非営利組織の代表やスタッフが、議員や自治体・行政と連携して
社会課題解決のための政策共創を実施する力を養成し、その実践を行う事業です。

事業は、2年間を想定しており、1年目と2年目で実施する事業に違いがあります。1年目は、全国の各エリアへ弊
社のスタッフが出張し、休眠預金に採択実績がある団体や、政策提言に興味関心のある非営利組織向けへ単発
の政策提言の勉強会や、その場での政策提言に関する壁打ち・相談を実施いたします。議員や自治体・行政と連
携するために、政策提言のアクションは必須であるが、事前評価内容の通り自団体の活動領域と政策をどのよう
に繋げるのか、また政策提言自体のハードルの高さが課題としてあげられており、政策提言の意義や、自身の団
体でどのように政策を紐づけるのか、どのようなアプローチをすべきなのかといった点について学び、各エリアで活
動する団体の政策提言の基礎的な力を向上していきます。

2年目には、政策提言を具体的に実践したい団体を休眠預金のプラットフォームにて公募し、採択された団体へ1
年間の政策伴走支援を実施します。月1回の伴走支援会議をメインの支援として設定し、年間での政策提言戦略
の作成、政策状況を踏まえた提言内容の作成、アクションプランの提供、自治体との連携、議員への政策要望の
繋ぎを支援します。また、2年目の政策伴走支援では、今後政策提言の活動で専門的に手を動かすことのできる
人材育成のために、団体の代表だけではなくスタッフにも参加いただきノウハウが代表のみに閉じられないような
工夫も講じていきます。

人手不足が社会全体で広がる近年、小さく早く政策を動かし、社会課題の解決がより効率的に進められるような
力を全国の各地に普及・啓発をいたします。

一般社団法人
公益信託推進イニシアチブ

埼玉県

公益信託の受託・組成支援モデル構築プロジェク
ト
－改正公益信託法を活用した民間非営利セク
ターの新たな資金調達エコシステム確立を目指し
て－

日本全国

本事業は、2026年4月1日に改正公益信託法が施行されることを踏まえ、民間非営利団体が公益信託を通じて多
様な民間資産を受託し、これを活用して多岐にわたる日本の社会課題、地域課題の解決に取り組むことができる
仕組み作りを目指す。具体的な事業内容は以下の通りである。
■対象団体
NPO中間支援組織、コミュニティ財団、」市民ファンド、民間非営利団体のネットワーク組織（生活困窮者自立支援
全国ネットワーク、全国こども食堂支援センター等）
■事業内容
1）公募により、上記より支援対象団体を毎年3〜4団体選定し、公益信託を活用した民間資産の受託及び組成支
援についての研修を行うと共に、組織基盤構築支援と案件受託・組成支援に対する伴走支援を行う。
2）活動支援と並行して、公益信託に関する情報を幅広く収集し、民間非営利団体向けに分かりやすい形で情報発
信すると共に、民間非営利団体への普及・啓発を図る。
■事業方法
1）公益信託の担い手育成のための研修、公益信託の受託・組成支援に必要な組織基盤構築支援、公益信託の
受託・組成支援に向けた伴走支援。
　（支援内容には、広報、ファンドレイジング、ガバナンス、会計、報告、インパクト評価、専門機関との連携等も含
む）
2）民間非営利団体向け情報発信サイトの構築・運営や、民間非営利団体向けの普及・啓発セミナーの開催等。最
終年度に総括シンポジウムを開催し、一般向け報告書を刊行。
■目指す成果
1）2期の活動支援プログラムを通じて、2029年3月までに全国で公益信託の担い手モデルを6〜8団体を育成する。
さらに、各団体は、それぞれの社会課題分野や地域で、少なくとも1つ以上の公益信託の受託または組成支援を
行い、全国に公益信託モデルを10件程度確立する。
2）多くの民間非営利団体が、改正公益信託制度を理解し、公益信託制度を通じた民間資産の活用に取り組むた
めの制度的基盤が確立する。

一般社団法人
全国フードバンク推進協議会

東京都
資金分配団体を目指すフードバンク団体育成事
業

全国

本事業は、全国各地で資金分配を担うフードバンク団体を発掘・育成し、適切なガバナンスや倫理観を備えた資
金分配団体を形成することを目的としています。
当協議会はこれまで、2022年度通常枠「自立したフードバンク団体育成のための組織基盤強化事業」、2024年度
通常枠「中核フードバンク団体育成事業」を通じ、フードバンク団体への多面的な支援を行ってきました。
しかし、これまでの2事業を通じて実際に支援できた団体は、重複を除くとわずか8団体にとどまります。全国には
289のフードバンク団体が存在しており、対象となったフードバンク団体は全体の3％未満に過ぎません。

今回の事業では、これまでの二つの事業で得た知見やノウハウをもとに、助成金を受けられていない団体にも支
援を広げるとともに、資金分配を担えるフードバンク団体の増加を図ります。
これにより、地域フードバンクへの資金的支援や食品取扱量が拡大し、フードバンクの規模拡大と持続可能な運
営が進み、全国の困窮世帯に十分な食品を届けることのできる体制構築を目指します。

そのために、本事業では大きく以下の二つのステップに分けて支援を行います。
①支援対象団体の組織基盤強化（組織診断、ファンドレイジング、人材の確保と育成、企業開拓、行政連携など）
②資金分配に向けた取り組みの支援（課題の把握、ガバナンス・コンプライアンス水準の向上、助成プログラム形
成に関する支援など）

また、支援対象団体が資金分配団体に採択された場合は、資金分配を迅速に開始するために必要なノウハウ、
ツールの提供、実行団体との効率的な定例会や進捗管理などの仕組みづくりも含めて支援を行います。

資金支援の担い手の支援
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特定非営利活動法人
YNF

福岡県 住まいの再建支援担い手育成事業 全国

本事業は、災害後の住まいや暮らしの再建を地域内で柔軟に支える「受け皿」を、地域の社会福祉法人等を担い
手として育てていくための人材・組織育成プログラムである。近年の被災地では、住まいの再建を担える人材や法
人が不足し、支援の受け皿が不在であること、また地域に根ざす福祉法人も介護・障害等の制度事業に偏り災害
対応力が未整備であることが課題となっている。単なる「つなぐ支援」では限界があることが明らかであり、そこで
本事業では、建築・法律・福祉など多分野の専門職が協働する「住まいの再建支援」の実践知をプログラム化し、
地域の社会福祉法人等がその担い手となることを目指す。加えて、弁護士や建築士等の専門家とのネットワーク
構築を各地で進める。特に1年目はプログラムの土台づくりとして、支援設計のモデル化、研修カリキュラムの設
計、研修用動画教材の制作に取り組む。動画教材は、研修の平準化と後からでも学べる仕組みを可能にする点
でリアル研修にない強みを持つ。2年目以降は、選定団体との実証事業を通じて伴走支援や協働の仕組みを具体
化し、制度的・非制度的な受け皿形成が可能な状態を目指す。3年目には成果の定着と持続可能な体制整備、他
地域への横展開や制度提言を視野に入れ、住まいの再建支援の専門性と方法論を社会に定着させていく。なお、
研修用動画教材はNHKエンタープライズへ外部委託し、被災地の実写素材や専門職のケース解説を用いて、い
つでも・何度でも学べる平準化された学習機会を提供する。並行して、各法人で日常業務と災害対応の共通項を
棚卸し、過不足を可視化するワークショップ(WS)を実施し、役割分担・業務フローの改善に着手する。さらに、他地
域災害への応援参加に向けた人材登録と相互支援ネットワークを整備し、他地域でのOJTで実装度を高める。短
期成果として教材完成・視聴数、WS記録、計画・ツール等の更新を検証する。

一般財団法人
浅間リサーチエクステンションセ
ンター
(AREC中小企業経営力強化コン
ソーシアム)

<コンソーシアム申請>
Buddieate株式会社

長野県
ソーシャルビジネス実行団体の経営力強化と持続
的な事業発展を支援する

長野県、北信越地区
（富山、新潟、石川）、

全国

ソーシャルビジネスに取り組む団体は多岐にわたり、数も増加している一方で、経営経験が豊富ではない方が事
業を運営されている事例も多い。
当団体では、そんな「社会への想い」をもった方々が円滑にソーシャルビジネスを運営、休眠預金活用を進められ
るようなサポートを行う。

具体的な活動支援プログラムは下記の通り。
対象団体：長野県内の実行団体を優先的に対応、オンラインを活用し、全国のソーシャルビジネス運営団体（民間
公益活動を実施する担い手）も支援
⇒中小企業、小規模事業者、NPO、一般社団法人などソーシャルビジネスを運営する特殊法人も含む

【支援概要】
一般社団法人浅間リサーチエクステンション（AREC）がもつ430社以上の法人会員・賛助企業のノウハウ、人脈を
活かす他、中小企業診断士、税理士、社会保険労務士等各種士業がもつ専門性を活かして、研修会の実施、訪
問による伴走支援、地域内連携推進を図ることで、実行団体が抱える組織課題を包括的に解決し、休眠預金活用
事業の円滑な進行に寄与する。

・速やかな事業実施のサポート（課題把握、実行支援）
・課題解決の質向上、組織基盤強化、事業の持続性向上（スキル向上支援、地域内連携支援）
・他団体への波及をサポート（実行団体の評価、公表）

【当団体が提供するプログラム内容】
・スムーズな事業実施（プロジェクト実施）を目的とした研修
・円滑な組織運営を目的とした研修
・事業成功のための広報、持続可能な活動を実現する資金調達を目的とした研修
・正確な社会的インパクト評価を実現するための研修を実施
・実際に訪問もしくはオンライン面談を各者と行い、各団体の課題に沿った改善点と方法の提案
・チャットツール活用による随時質問対応
・半年ごとの振り返りMTG実施

民間公益活動を実施する担い手の支援

一般社団法人
Anchor

<コンソーシアム申請>
特定非営利活動法人
コミュニティ・オーガナイジング・
ジャパン

熊本県

地域団体の担い手育成と資金調達力強化事業
－エンパワーメントと基盤強化で広がる地域のつ
ながり－

熊本県、福岡県

対象地域では、高齢化や人口減少、都市部と地方部の経済格差の拡大などを背景に、生活に困難を抱える方々
が地域の中で孤立する事例が増えています。こうした方々を支える地域団体は、現場の第一線で重要な役割を
担っています。しかし、多くの団体では「休眠活用制度についてどこに相談したらいいかわからない」「資金を集め
るのが難しい」「人手が足りない」「運営の仕組みが整っていない」ことなどから、活動を長く続けたり発展させること
が難しくなっています。こうした課題を放置すれば、地域の支援力が弱まり、いざという時に必要な支援を十分に
届けられない恐れがあり、実際に一部の地域では孤立や孤独が原因で命に関わる問題として現れています。

こうした構造的課題に対応するために、本事業では、各団体ごとに事前アセスメントを実施し、「制度理解の不足」
「資金調達力の弱さ」「地域協力者との関係づくりの難しさ」「担い手育成の難しさ」といった現場の課題を把握した
うえで、Anchorとコミュニティ・オーガナイジング・ジャパン（COJ）が互いの強みを活かし、以下の支援を体系的に
展開します。なお、両者は2016年以来の協働経験を通じて数多くの研修や伴走支援を積み重ねており、その経験
を今回の支援設計に反映させています。

①事業実施支援：
支援対象団体は、当事者や地域の協力者との関係構築の方法や地域課題を見つける力を育て、また目標設定を
学び、実践します。また、他地域の事例に学ぶフィールドワークや協働体制を可視化するためのエコマップの作
成、実務経験者によるサポートを通じて、支援団体が主体となってプロジェクトを進められるようにします。

②組織運営支援：
団体の成長段階に合わせて、ビジョンや事業計画を整理し、個別対応のコーチングによって、団体が抱える課題と
向き合いながら、団体の方向性を一致させ、リーダーシップや組織文化の醸成を促します。また、休眠活用事業で
求められる組織運営の基盤となる規程・資金管理などのガバナンス・コンプライアンス体制を、外部専門家とともに
整備し、実務に適応した運営体制を構築します。

③広報・ファンドレイジング支援：
支援者との関係づくりや語りかけの力を高め、支援の輪を広げる広報、発信力。資金調達の長期の戦略の構築を
目指します。助成金申請、クラウドファンディング、800万〜2,000万円を集めた寄付キャンペーンの運営手法など、
実践的なノウハウも提供し、団体内部の人材を育成し、自走できる力を高めます。

④社会的インパクト評価支援：
ロジックモデル等を用いて、事業の成果の見える化を支援します。外部専門家や休眠預金事業のPO経験者が、
データ収集・分析・報告書作成を一貫してサポートし、活動の意義を地域や支援者に伝えられる体制を整えます。

事業期間中の支援プロセス、コンソーシアム独自の工夫や成果を体系的にまとめた「事例集」を作成します。これ
を地域内外で共有することで、熊本県・福岡県を起点に、地域団体間の学び合いとネットワークを広げます。
こうした伴走支援を長期にわたり実施することで、団体が基盤を整え、自立し、地域の協力者が増え、最終的には
中核的な担い手へと成長します。
本事業は、単なる資金調達力の強化にとどまらず、団体が自らの想いを地域に広げ、協力者を増やしながら、発
展していくための基盤を築くことを目的としています。
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奄美ソーシャルビジネスオフィス
合同会社

<コンソーシアム申請>
一般社団法人
まちはチームだ

鹿児島県
観光物産スペシャリストの育成による奄美型観光
産業の創出と地域の活性化事業

奄美群島

奄美群島市町村会が策定した「奄美群島成長戦略ビジョン2033」（令和6年2月）及び「奄美群島観光しまづくりプラ
ン」（令和6年3月）に基づき、本事業では、観光・交流・物産を軸に地域が主体となって自然・文化・歴史・産業・人
材といった資源を活かし、島民と観光客の満足度を高める「観光まちづくり」の方向性に沿って観光物産事業を担
う地域の観光物産協会等に所属する若手人材を対象に、「観光物産スペシャリスト」の育成を行うものである。ま
ず、関係者を集めて地域資源の棚卸を行い、観光物産勉強会を設置する。そこに島内外の専門家を招聘し、奄美
で観光に携わる上で不可欠な基礎知識を学ぶ機会を提供する。次に、専門家や関係者による戦略会議を創設し、
観光物産スペシャリスト育成プログラムを策定する。プログラムは「仕組みづくり」「コンテンツ醸成」「物産開発」
「マーケティング」を柱とし、候補者を募集して実践的に育成する。スペシャリストは、自ら企画した観光プログラム
などを「あまみシマ博覧会」などの機会をとおして実践し、観光客と地域住民の双方から評価を受け、課題を抽出
する。その結果を踏まえ、観光物産スペシャリスト育成プログラムを随時改善し、実効性を高める。
また、集客や販売の実績把握にはIT・DXを積極的に導入し、収益を地域に還元する仕組みを定着させる。こうした
学びと実践経験の積み重ねにより、地域おこし協力隊など若者の定着を促し、3年間で延べ７名程度の観光物産
スペシャリストを育成する。育成された人材は新たな観光プログラムや物産を創出し、年間少なくとも５件の新規事
業に結び付けることを目指す。これにより、未利用資源や伝統文化を磨き上げ、住民と観光客双方の満足度を高
め、奄美群島全体のブランド力を向上させる。最終的には、地域資源を活かした「奄美型観光地域社会」を実現
し、SDGsの目標達成に貢献した持続的な地域活性化を実現する。

特定非営利活動法人
イシュープラスデザイン

東京都
スタートアップNPO・市民団体向け課題分析・事業
立案力育成による社会課題解決基盤強化事業

東京・神奈川・千葉を
中心とした南関東地域

本事業は、南関東地域で活動するスタートアップNPO・市民団体を対象に、課題分析力・事業設計力・協働・共創
力という3つの基盤的な力を育成することで、団体が自立的かつ持続的に活動を展開できるよう支援するプログラ
ムである。多くの市民団体は熱意を持って活動を始める一方で、取り組む社会課題の全体像や因果関係を的確
に捉えることができず、成果を生む事業設計や協働体制の構築に苦戦している。その結果、活動は短期的なイベ
ントや場づくりにとどまり、根本的な課題解決に至らないケースが少なくない。

本事業では、こうした課題に対処するために、①キャラバン（普及啓発・お悩み相談会）、②スクール（連続プログラ
ム）、③メンタリング（個別相談）、④フォローアップ（実装支援）の4段階で構成される支援プログラムを提供。キャラ
バンでは、団体が自らの強み・弱みや課題を言語化する機会を設け、参加動機や課題意識を明確にする。スクー
ルでは、課題分析・事業設計・協働開発の理論と実践を体系的に学び、各種ワークシートを活用しながら、団体が
自らの事業を再設計する。メンタリングではメンターが各団体を担当し、計画のブラッシュアップや実務上の悩みを
伴走的に支援する。最後にフォローアップでは、成果を外部評価に基づいて検証するとともに、事業の持続性や拡
張性を確認する。

プログラム全体を通じて、団体同士が学び合うネットワーク形成を重視する。孤立しがちなスタートアップ団体が横
につながることで、協働や共創が生まれやすくなり、資源やノウハウの循環が加速する。これにより、参加団体は
「活動の停滞や撤退を防ぐ力」を身につけ、休眠預金活用事業を含む各種助成・委託事業に応募し、成果を社会
に示せる存在へと成長することを目指す。

本事業は、成果を可視化し、信頼を得て、持続可能に発展する団体を増やすことで、地域社会に確かな変化をも
たらすものである。

特定非営利活動法人
キッズドア

東京都

地方の若手主体の子ども・若者支援団体の自立
支援事業
－全方位型伴走で地方の若者主体団体を持続可
能に！－

・全国
※原則、大都市圏（東
京・千葉・埼玉・神奈
川・大阪・兵庫以外を
想定）以外の地域の

団体を優先
※また、本事業では透
明性を確保するため、
すでに「困難を抱えた
高校生世代のセーフ

ティネット構築事業（休
眠預金事業2024年度
通常枠第2回）」に採択
されている団体は選考

対象外とする

本事業は、困難な状況にある子どもへの学習支援、若者への相談支援、保護者支援などを地域で実施している
学生団体や若手団体（活動歴1年以上5年以内を想定）を対象に、3年間にわたり非資金的支援を行うものである。
対象団体は、人的・資金的リソースの不足や組織運営体制の未整備など、持続的な活動の実現に向けた課題を
抱えており、支援の担い手としての成長を促すためには、外部からの伴走型支援が不可欠である。
初年度には、各団体の現状診断を実施し、組織運営や事業遂行に関する課題を明確化した上で、必要な支援内
容を選定する。併せて、NPO等に求められる基本的な関係規定の整備を支援し、グッドギビングマークの取得に
向けた取り組みも行う。2年目には、団体のビジョン・ミッションの策定、事業のロジックモデル構築、助成金申請へ
の挑戦など、中長期的な事業展開を見据えた支援を実施する。3年目には、休眠預金事業の実行団体としての応
募、中規模助成金の獲得、行政委託事業の受託など、外部資金の獲得と事業拡張を目指す。
支援対象団体は、全国から公募により選定し、活動内容や地域性、成長意欲などを総合的に評価する。支援は各
団体の状況に応じて柔軟に対応し、画一的な支援ではなく、個別性を重視した伴走支援を行う。必要に応じて外
部専門家との連携も図り、実効性の高い支援体制を構築する。
本事業を通じて、支援対象団体が自らの活動を客観的に見直し、組織としての基盤を整えることで、地域における
支援の質と継続性が向上することを期待している。事業終了後には、複数の資金源を組み合わせた事業継続の
見通しが立ち、専従職員の増加や新たな事業展開が可能となる。これにより、地域において困難な状況にある子
どもたちへの支援が安定的かつ継続的に行われる体制の構築を図る。

一般財団法人
九州オープンイノベーションセン
ター

<コンソーシアム申請>
一般社団法人
ユヌス・ジャパン

福岡県
九州地域の若者・女性の一層の活躍によるソー
シャルビジネス形成支援事業

福岡県を中心に九州
地域

本事業は、ソーシャルビジネスに関心が高く、先進的取り組みの多い九州地域を対象に、社会課題解決に取り組
む、特に若者や女性が中心となっている組織・団体・個人の自立的・持続可能な事業の成長やパートナーの開拓・
拡大を支援するとともに、ソーシャルビジネスによる新規起業の掘り起こしを狙う。本事業の目的は、地域の社会
課題を解決しつつ収益性を確保し、また地域のコミュニティを形成するとともに、他の団体と連携サポートを行い、
継続的に地域の社会課題を解決できる実行団体となることを目指す。まずは、社会課題を解決するためのプラン
について「ソーシャルビジネスの起業・伴走プログラムに実績を有する団体」と連携して、ソーシャルコンセプト、ビ
ジネスコンセプトについてセミナーを通じてプランの再構築支援を行う。次に専門家を招聘しPCM（プロジェクト・サ
イクル・マネジメント）を活用した、関係者分析、問題分析、目的分析を行い、プロジェクトの優先順位を確認し、課
題に応じた支援計画及び課題に対応する専門家を選定し伴走支援を行う。また、資金調達に対する課題について
は、多様な方法を検討し、融資や補助金獲得、ファンドレイジング等について専門家を招聘し伴走支援を行うこと
により、支援対象団体が資金調達できる体制を構築する。
更に、ベンチャーやスタートアップ創出に関心の高い九州を代表する企業や、ソーシャルビジネスに関連する企
業・団体とのネットワークに加え、国の出先機関や各県との協力のもとでコミュニティを形成するとともに、九州の
主要経済団体とのネットワークによる事業展開に向けたマッチングを行う。事業終了後5年後に支援対象のコミュ
ニティにおいて地域内の他の団体との連携によって社会課題が解決されやすい地域となっていることを目指す。

3



2025年度活動支援団体公募  採択には至らなかった団体・事業 一覧        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                      　　　（全16事業、団体名五十音順)　　2025年12月現在

団体名 所在地 申請事業名 対象地域 事業概要

特定非営利活動法人
困窮者支援ネットワーク

<コンソーシアム申請>
一般社団法人
哲ちゃん

沖縄県
鹿児島県域における活動支援プログラムによる
「こども食堂等」の支援事業

鹿児島県域

本事業は、鹿児島県における市民活動を一層促進すべく、市民活動の自立した担い手の育成を目的とする。
子ども食堂等の市民活動の課題解決に取り組む団体に対し、広報・ファンドレイジングを中心とした組織運営支援
を体系的に提供。
団体が自立的に活動継続できる持続可能な体制構築する事で、ソーシャルセクター全体の活性化を図ることを目
指す。

1.広報・情報発信支援
　・ターゲット設定、メッセージング、ウェブサイト、SNS、ニュースレター、プレスリリース等に関する個別相談・ワー
クショップの実施
　・伝わる文章作成、写真・動画の活用、ストーリーテリングの習得支援
　・メディアへのアプローチ方法、プレスリリース作成、取材対応のノウハウ提供
　・効果的なウェブサイト構成、SEO対策基礎、各SNSプラットフォーム特性運用方法、アクセス解析の基礎等の習
得支援

2. 助成金・補助金申請のノウハウ習得支援
　・自団体に適した助成金・補助金情報の探し方、応募要件の確認、選定のポイントの習得支援
　・目的、事業内容、予算、期待される効果の明確化と論理的な記述方法、採択されるためのポイントの習得支援
　・申請書における事業計画と予算の整合性の確保、費目設定等の伴奏支援
　・採択後の報告書作成、会計処理、審査員が注目するポイントの習得支援

3. 事業及び組織の持続可能性を高める資金調達支援
　・多様な資金源の組み合わせ、目標設定、アプローチ方法の検討支援
　・寄付文化の理解、寄付者との関係構築、寄付募集キャンペーンの企画・実施支援
　・企業からの協賛、プロボノ、寄付等、アプローチ方法、CSR/CSV講座の実施
　・クラウドファンディングの企画・実行、広報戦略、リターンの考案、プラットフォーム選定支援
　・会費収入の確保、収益事業の可能性検討と事業計画策定支援
　・資金調達に効果的な情報発信のノウハウ習得支援

一般社団法人
トライアングル協議会

奈良県 拡張支援イニシアティブ

奈良県・大阪府・兵庫
県・京都府・滋賀県・
和歌山県・三重県内
（大阪市、神戸市、京

都市を除く）

拡張支援イニシアティブ（本事業）は、公益目的活動を行っている諸団体を対象とした包括的支援プログラムです。
このプログラムでは、非資金的な支援を中心に、団体の成長と発展を促進します。内容は、当法人独自の認定公
益高度人材養成講座（地域戦略の構築、財務戦略、資金循環の最適化、NPO法人、一般社団（財団）法人の設立
手続きから組織運営における法務・事務的な書類作成、事業計画の策定と実施・評価・改善と実践的なアプロー
チ）などの形式を通じて、組織の戦略的計画や運営、資金調達、コミュニケーション戦略策定、地域との連携強化
などに関する知識やスキルを提供します。さらに講師（有識者・専門家・実践者）の伴走によるアドバイス指導を通
じて、団体が課題を克服し、成長するための支援を行います。目指す成果は、団体の能力強化や持続可能な成長
を支援し、地域社会により良い影響を与えるための基盤を築くことを目指し、具体的には、団体の活動効果の向
上、地域社会への貢献度の拡大、持続可能な運営体制の確立などが挙げられます。最終的には、地域共同体と
しての発展と社会的結束の向上に貢献し、より良い未来の構築に寄与します。また、本事業では、3年間の期間限
定事務局を設置し、講座運営・支援計画管理・成果評価・広報等を担う体制を構築する。加えて、地域内で連携可
能な中間支援組織や自治体との協働も促進し、支援成果が団体内に留まらず、地域課題の対応力が向上し、地
域住民の安心・満足度が向上、地域内の若者・主婦・高齢者など多様な層が活動主体に加わる、地域に活動内容
が周知され、参加者・寄付者が増加、他地域団体や行政への波及し、モデル化、地域の団体同士の連携・協働が
促進されるなどスピルオーバー構造を目指します。また、対象団体との対話は募集開始後、個別説明会やヒアリ
ングを通じて信頼形成と適切な選定を行う。支援後には評価レポートの提出と共有会・フォーラム等を行い、成果
と学びを社会に還元します。また支援期間中に確立した事務局機能を自主財源で継続し、成果物を母体で活用す
ることとします。

特定非営利活動法人
どりぃむスイッチ

<コンソーシアム申請>
特定非営利活動法人
ひろしまNPOセンター

広島県

「誰も一人にしない」若者支援団体基盤強化プロ
ジェクト
－体験から気づき、応援団と共に実践すること
で、チームで育つ ― 広島・岡山発のボトムアップ
モデル－

広島県・岡山県

本事業は、広島・岡山においてマネジメント人材不足など組織基盤が脆弱な若者支援団体を対象に、持続可能な
運営体制を築く支援を目的とする。両県は現時点では若者分野の中間支援機能が弱く、担い手を支える仕組みが
乏しい。そのため団体自らが強みを活かしながら組織を成長させるコーディネーションに重点を置いた。

【プログラムの特徴】
提供するプログラムは、「組織基盤強化・体験型WS」（全7回）を1年間で実施し、これを1クールとして2年間で2クー
ル展開する。2クールで拾い上げ、より多くの団体に機会を届ける。

①体験型WSに団体から複数名で参加する設計とし、代表以外のマネジメント人材の育成とチーム運営体制の構
築を支える。また支援対象団体の現地見学会を同時に行い、参加団体同士が互いの活動を理解し合い、支え合
う関係を築くとともに、違いから自団体の特徴や強みに気づく体験を提供。知識の習得にとどまらず、気づきを実
践に結びつけ、組織の持続可能性を高める。
②応援団（活動支援団体・各領域の専門家・拡大成長期の若者支援団体等、以下「応援団」）が伴走し、支援対象
団体が外部リソースを安心して活用できる関係性を築く。応援団は各団体の課題解決を支えるだけでなく、団体同
士の横のつながりを補強し、終了後も持続するネットワークを形成する。これにより、孤立しがちな団体が相談・協
働できる環境を獲得する。
③プログラム全体をボトムアップ型で設計し、教える／教わる関係に依存せず、各団体が自らの課題や強みに気
づき、それを基に基盤強化に能動的に取り組む構造とする。学びを自団体の文脈に落とし込み、強みを活かした
成長戦略を描くことで、地域全体で担い手が育ち、若者支援の基盤が拡張・持続する。

これにより、代表も団体も一人にしない、ボトムアップ型の組織基盤強化支援モデルが他地域でも展開されること
を目指す。

認定特定非営利活動法人
日本都市計画家協会（JSURP）

東京都
まちづくり団体の人材と組織を育み、地域主体で
社会課題を解決する仕組みづくり事業

全国

本事業は、地域社会の活力低下や社会的困難に直面している地域において、地域に根差して活動するまちづくり
団体を対象とした支援プログラム。公募の対象は、①長年にわたり地域で活動してきた団体、②新たに設立され
た課題解決型団体、の2種類。
申請書類およびヒアリング調査をもとに組織診断を実施し、選定会議を経て5団体を選定。採択後は、団体ごとに
目標値や事業成果を確認しながら支援計画を策定し、伴走的に支援を行う。
支援プログラムは三本柱で構成。
「エリアで取り組む」は、現地での伴走支援をベースに、地域関係者と共に未来像を描き、課題解決に必要な知識
を学び、計画の策定・実践・効果検証までを一貫して推進。これにより、エリア全体での課題解決力を高め、継続
的な事業化を可能にしていく。
「人とチームを育てる」は、現場での実践や対話を通じてチーム力を強化していく。さらに、交流の場や継続的な接
点の仕組みを整備し、多様な関係者の協働を促進。新たな担い手が団体の一員として参画・定着することで、持
続可能な組織形成を進めていく。
「経営力を高める」は、合同研修や伴走支援を通じ、各団体が実践的に経営力を高められるよう支援。広報や会
計など基礎的な講座による基盤整備に加え、中期計画やビジョン・ミッションを策定。資金戦略と連動させること
で、次年度以降につながる事業化の見通しを立て、継続的な運営を可能にしていく。
本プログラムは、地域での協働体制を構築し、エリア全体で課題解決に取り組む視点、担い手を「育成」し、チーム
力を高めて組織変革を促す姿勢、経営的視点を導入し、安定した運営基盤を築く取り組み、という三本柱を軸とす
る、新たな支援手法となる。これにより、持続可能な地域づくりを実現し、地域社会全体の力を高めることを目指
す。
全国には活動・組織に課題を抱えている団体が数多く存在している。今回の事業が課題解決の第一歩となり、支
援プログラムや活動成果をとりまとめ発信することで、まちづくりの知見を広く共有し横展開につなげていきたい。
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団体名 所在地 申請事業名 対象地域 事業概要

社会福祉法人
三股町社会福祉協議会

<コンソーシアム申請>
UmiNe合同会社

宮崎県 「おもしろい」で福祉を越える活動支援事業 全国

【現状と課題】
現在、広義のひきこもりが概ね50人に1人と推計され、その内25〜50％程度が相談・支援に未接続です。また、相
対的貧困率は15.4%ですが、生活保護の受給資格世帯の8割は生活保護を受給していません。
こうした困りごとの当事者は相談・支援を受けること自体に抵抗を感じるため行政からは見えにくく、こども食堂な
どの住民主体の活動がその接点として期待されています。
一方で、行政からは「地域住民との連携や協働に課題を感じている」という声が挙がっており、包括的支援体制整
備においても「相談支援」と「地域づくり」は両輪で進んでいない現状があります。

【事業概要】
本事業では地域福祉を担う支援対象団体が、地域住民ひとりひとりを「プレイヤー」と捉え、共におもしろい「活動」
を生み出し、成果の可視化と発信、ファンドレイジングや事業化など、その「活動」継続のための伴走ができる組織
になれるよう支援します。
従来の福祉において支援の「受け手」とされていた人々も含む地域住民が「プレイヤー」となり、地方創生や商工・
農林水産などの福祉を越えた関係者とも繋がって「活動」を起こすことで、福祉と地域づくりがつながり、誰もが「ら
しく生きる」ことのできる社会の実現を目指します。

【「おもしろい」をキーワードに、地域福祉団体の越境を伴走】
本事業における「おもしろい」は、「好き」や「得意」「やりたい」といった「ひとりひとりの自分らしさ・主体性」が発揮さ
れること、そしてそれが周囲に伝播して地域住民全体の「らしく生きる」を底上げすることを目指す概念です。
「おもしろい」が「支え手」と「受け手」、そして「福祉」と「地域づくり」を超えるためのキーワードであると考え
➀ おもしろい「活動」づくり　②　おもしろくできるOSづくり　➂　活動の未来づくり　の3つの事業を実施します。

認定特定非営利活動法人
ムラのミライ

兵庫県

子ども・若者支援団体のステップアップ・プログラ
ム（関西）
－事業形成と実施体制整備へのハンズオン支援
－

近畿二府四県
（京都府、大阪府、兵
庫県、滋賀県、奈良

県、和歌山県）

本事業は、近畿2府4県で子ども・若者支援に取り組むNPO等の民間公益活動の担い手を支援対象団体とする。
1年目は、事業を企画立案するための調査または企画中の事業の事前評価のための調査に伴走し、より質の高
い課題分析を踏まえた事業形成を支援する。
2年目は、事業形成の中で浮き彫りになった各団体の課題に応じて、当該事業の実施に必要なガバナンスの整
備・資金管理体制の構築・スタッフ育成体制の構築などの基盤整備に伴走する。
2年間を通じて、以下の成果を目指す。
1.調査/事前評価による活動ニーズ（データやエビデンスに基づく分析）の可視化と事業設計、その発信による対
外的信頼の獲得とネットワーク形成
2.既存事業のふりかえりと新規事業の実施計画の詳細な検討に基づいた基盤整備の優先順位づけと実施

※各団体の申請書類より作成。
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